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立入り関係法令一覧表 

法  令  名 条項 条 文 見 出 し 

測量法 
 
 
 
測量法施行規則 

15 

18 

39 

63 

1-2 

土地の立入り及び通知 
土地等の一時利用 
基本測量に関する規定の準備 
罰則 
土地の立入りの身分証明書の様式 

土地収用法 
 
 
 
 
土地収用法施行規則 

11 

12 

13 

15 

143 

1 

事業の準備のための立入権 
立入の通知 
立入の受忍 
証票等の携帯 
罰則 
証票及び許可証の様式 

国土調査法 24 

34 

37 

立入 
測量法との関係 
罰則 

道路法 
 
 
道路法施行規則 

66 

67 

101 

5 

他人の土地の立入又は一時使用 
立入又は一時使用の受忍 
罰則 
証票の様式 

河川法 
 
河川法施行規則 

89 

103 

35 

調査・工事等のための立入り等 
罰則 
証明書の様式 

海岸法 
 
海岸法施行規則 

18 

42 

6 

土地等の立入及び一時使用並びに損失補償 
罰則 
証明書の様式 

都市計画法 25 

26 

27 

92 

調査のための立入等 
障害物の伐除及び土地の試掘等 
証明書等の携帯 
罰則 

土地区画整理法 72 

73 

139 

測量及び調査のための土地の立入等 
土地の立入等に伴う損失の補償 
罰則 

住宅地改良法 20 

22 

37 

測量及び調査のための土地の立入り等 
証明書の携帯 
罰則 

住宅造成等規則法 4 

6 

24 

測量及び調査のための土地の立入り 
証明書の携帯 
罰則 

都市再開発法 60 

62 

142 

測量及び調査のための土地の立入り等 
証明書の携帯 
罰則 

下水道法 32 

46 

他人の土地の立入又は一時使用 
罰則 

地価公示法 
地価公示法施行規則 

22 

28 

土地の立入り 
罰則 

地すべり等防止法 
 

6 

16 

53 

2 

調査のための立入り 
土地の立入等 
罰則 
証明書の様式 

建築物用地下水の採取の規制に関す

る法律 
11､12 

18 

土地の立入り 
罰則 
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土地立入り関係法令抜粋 

［測 量 法］ 
（土地の立入及び通知） 

第 15 条 国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、基本測量を実施する

ために必要があるときは、国有、公有又は私有の土地に立ち入ることができる。 

２ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする者は、あら

かじめその占有者に通知しなければならない。但し、占有者に対してあらかじめ通知する

ことが困難であるときは、この限りでない。 

３ 第一項に規定する者が、同項の規定により土地に立ち入る場合においては、その身分を

示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを呈示しなければならない。 

４ 前項に規定する証明書の様式は、国土交通省令で定める。 

（基本測量に関する規定の準用) 

第 39 条 第 14 条から第 26 条までの規定は、公共測量に準用する。この場合において、第 14 条

から第 18 条まで、第 21 条及び第 23 条から第 26 条まで中「国土地理院の長」とあるのは

「測量計画機関の長」と、第 19 条及び第 20 条中「政府」とあるのは「測量計画機関」と、

それぞれ読み替えるものとする。 

第 63 条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処する。 

（１）正当の理由がなくて基本測量又は公共測量の実施を妨げた者 

（２）第 15 条第１項(第 39 条において準用する場合を含む。)の規定による土地の立入りを

拒み、又は妨げた者 

（３）省略 

 

［測量法施行規則］ 
（土地の立入りの身分証明書の様式） 

第１条の２ 法第 15 条第４項（法第 39 条において準用する場合を含む。）の規定による証明書の

様式は、別表第１の２のとおりとする。 

 

［道 路 法］ 
（他人の土地の立入又は一時使用） 

第 66 条 道路管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、道路に関する調査、測量

若しくは工事又は道路の維持のためやむを得ない必要がある場合においては、他人の土地

に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用

することができる。 

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする場合においては、あらかじめ当該土地

の占有者にその旨を通知しなければならない。但し、あらかじめ通知することが困難であ

る場合においては、この限りでない。 

３ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする場合におい

ては、立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定する土地 
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に立ち入つてはならない。 

５ 第１項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証票を携帯し、

関係人の請求があつた場合においては、これを呈示しなければならない。 

６ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用

しようとする場合においては、あらかじめ当該土地の占有者及び所有者に通知して、その

者の意見を聞かなければならない。 

７ 第５項の規定による証票の様式その他必要な事項は、国土交通省令で定める。 

 

（立入又は一時使用の受認） 

第 67 条 土地の占有者又は所有者は、正当な事由がない限り、前条第 1 項の規定による立入又は

一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

第 101 条 次の各号の 1 に該当する者は、６月以下の懲役又は 10 万円以下の罰金に処する。 

（１）省略 

（２）省略 

（３）省略 

（４）省略 

（５）省略 

（６）第 67 条の規定に違反して土地の立入又は一時使用を拒み、又は妨げた者 

（７）省略 

 

［道路法施行規則］ 
（証票の様式） 

第５条 法第 66 条第７項の規定による証票の様式は、別記様式第 6 とする。 

 

［河 川 法］ 
（調査、工事等のための立入り等） 

第 89 条 国土交通大臣若しくは都道府県知事又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、

一級河川、二級河川、河川区域、河川保全区域、河川予定地、河川保全立体区域若しくは

河川予定立体区域の指定のための調査又は河川工事、河川の維持その他河川の管理を行う

ためやむを得ない必要がある場合においては、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別

の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする場合においては、あらかじめ、

当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知すること

が困難である場合においては、この限りでない。 

３ 第１項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとする場合にお

いては、立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げなければならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に規定する土地

に立ち入つてはならない。 

５ 第１項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係人に提示しなければならない。 
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６ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用 

 

しようとする場合においては、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、そ

の意見をきかなければならない。 

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第 1 項の規定による立入り又は一

時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

８ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第 1 項の規定による処分により損失を受けた者があ

る場合においては、その者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

９ 省略 

第 103 条 次の各号の１に該当する者は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処する。 

（１）省略 

（２）省略 

（３）第 89 条第 7 項の規定に違反して、土地の立入り又は一時使用を拒み、又は妨げた者 

 

［河川法施行規則］ 
（証明書の様式） 

第 35 条 省略 

２ 省略 

３ 法第 89 条第５項の証明書の様式は、別記様式第 19 とする。 

 

［海 岸 法］ 
（土地等の立入及び一時使用並びに損失補償） 

第 18 条 海岸管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、海岸保全区域に関する調

査若しくは測量又は海岸保全施設に関する工事のためやむを得ない必要があるときは、あ

らかじめその占有者に通知して、他人の占有する土地若しくは水面に立ち入り、又は特別

の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。た

だし、あらかじめ通知することが困難であるときは、通知することを要しない。 

２ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地若しくは水面に立ち入ろうとす

るときは、立入の際あらかじめその旨を当該土地又は水面の占有者に告げなければならな

い。 

３ 日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、前項に規定する土地

又は水面に立ち入つてはならない。 

４ 第１項の規定により土地又は水面に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

５ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用

しようとするときは、あらかじめ当該土地の占有者及び所有者に通知して、その者の意見

をきかなければならない。 

６ 土地又は水面の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第 1 項の規定による立入

又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

７ 海岸管理者は、第 1 項の規定による立入又は一時使用により損失を受けた者に対し通常
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生ずべき損失を補償しなければならない。 

８ 省略 

 

９ 第４項の規定による証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主務省令で定める。 

第 42 条 次の各号の１に該当する者は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処する。 

（１）省略 

（２）第 18 条第六項（第 37 条の８において準用する場合を含む。）の規定に違反して土地

若しくは水面の立入若しくは一時使用を拒み、又は妨げた者 

（３）省略 

（４）省略 

（５）省略 

（６）省略 

（７）省略 

 

［海岸法施行規則］ 
（証明書の様式） 

第６条 法第 18 条第９項の規定による証明書の様式は、別記様式第３（法第６条第２項の規定に

より主務大臣が海岸管理者に代わつて法第 18 条第１項の権限を行う場合にあつては、別記

様式第４）とする。 

２ 省略 

 

［地すべり等防止法］ 
（調査のための立入） 

第６条 主務大臣又はその命を受けた職員若しくはその委任を受けた者は、前条の調査のためや

むを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他

人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとするときは、あらかじめ当該土地

の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難で

あるときは、この限りでない。 

３ 第１項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとするときは、

立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、前項に規定する土地

に立ち入つてはならない。 

５ 第１項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

６ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場として一時使用

しようとするときは、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その者の意

見をきかなければならない。 

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第 1 項の規定による立入又は一時

使用を拒み、又は妨げてはならない。 
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８ 国は、第１項の規定による立入又は一時使用により損失を受けた者に対し、通常生ずべ

き損失を補償しなければならない。 

９ 前項の規定による損失の補償については、国と損失を受けた者とが協議しなければなら 

ない。 

10 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国は、自己の見積つた金額を損失

を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該金額について不服がある

者は、政令で定めるところにより、補償金の支払を受けた日から 30 日以内に収用委員会に

土地収用法（昭和 26 年法律第 219 号）第 94 条の規定による裁決を申請することができる。 

11 第５項の規定による証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主務省令で定める。 

 

（土地の立入等） 

第 16 条 都道府県知事又はその命を受けた吏員若しくはその委任を受けた者は、地すべり防止区

域に関する調査若しくは測量又は地すべり防止工事のためやむを得ない必要があるときは、

他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作

業場として一時使用することができる。 

２ 第６条第２項から第 11 項までの規定は、前項の規定により他人の占有する土地に立ち入

り、又は他人の土地を一時使用する場合について準用する。この場合において、同条第８

項から第 10 項まで中「国」とあるのは、「都道府県知事の統括する都道府県」と読み替え

るものとする。 

第 53 条 次の各号の１に該当する者は、６月以下の懲役又は５万円以下の罰金に処する。 

（１）第６条第７項（第 16 条第２項又は第 45 条第１項において準用する場合を含む。）の

規定に違反して土地の立入若しくは一時使用を拒み、又は妨げた者 

（２）省略 

（３）省略 

 

［地すべり等防止法施行規則］ 
（証明書の様式） 

第２条 法第６条第 11 項の規定による証明書の様式は、別記様式第１とする。 

２ 法第 16 条第２項において準用する法第６条第 11 項の規定による証明書の様式は、別記

様式第２（法第 10 条第２項の規定により主務大臣が都道府県知事に代つて法第 16 条第１

項の権限を行う場合にあつては、別記様式第３）とする。 

３ 法第 22 条第４項の規定による証明書の様式は、別記様式第４（法第 10 条第２項の規定

により主務大臣が都道府県知事に代つて法第 22 条第１項の権限を行う場合にあつては、別

記様式第５）とする。 

４ 法第 45 条第１項において準用する法第６条第 11 項の規定による証明書の様式は、別記

様式第６とする。 

 

（損失の補償の裁決申請書の様式） 

第３条 地すべり等防止法施行令（昭和 33 年政令第 112 号）第１条の規定による裁決申請書の

様式は、別記様式第７とし、正本１部及び写１部を提出するものとする。
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提出書類一覧表 

様式 様 式 名 作成別 あて先 提出期日 部数
関係条項 

契約書 共通仕様書 

１ 指示書 発注者 受注者 随時 １部 第２条  
２ 承諾書 発注者 受注者 随時 １部 第２条  
３ 協議書 発注者 

受注者 
受注者 
発注者 

随時 １部 第２条  

４ 報告書 受注者 発注者 随時 １部 第２条  
５ 提出書 受注者 発注者 随時 １部 第２条  
６ 業務工程表 受注者 発注者 契約後７日以内 ２部 第３条  
７ 管理技術者指定通知

書 
受注者 発注者 契約後遅滞なく ２部 第９条  

８ 管理技術者経歴書 本 人 発注者 契約後遅滞なく ２部 第９条  
９ 照査技術者指定通知

書 
受注者 発注者 契約後遅滞なく ２部 第 10 条 設第 1108 条 

10 照査技術者経歴書 本 人 発注者 契約後遅滞なく ２部 第 10 条 〃 
11 担当技術者届 受注者 発注者 契約後遅滞なく

(配置した場合) 
２部  測第 110 条 

地第 109 条 
設第 1109 条 

12 担当技術者経歴書 受注者 発注者 契約後遅滞なく

(配置した場合) 
２部  〃 

13 管理（照査）技術者変

更通知書 
受注者 発注者 その都度 ２部 設第９条 

(設第 10 条) 
設第 1107 条 

14 照査報告書 照査技術者 管理技術者 業務完了時 １部  設第 1108 条 
15 業務打合せ・協議記録簿 受注者 発注者 随時 １部 第２条 測第 112 条 

地第 111 条 
設第 1111 条 

16 業務計画書 受注者 発注者 契約後 15 日以

内 
１部  測第 113 条 

地第 112 条 
設第 1112 条 

17 貸与品借用書 受注者 物品管理者 貸与時 １部 測第 14 条 
設第 15 条 

 

18 貸与品返還書 受注者 物品管理者 返還時 ２部  測第 114 条 
地第 113 条 
設第 1113 条 

19 身分証明書交付願 受注者 発注者 必要なとき １部  測第 117 条 
地第 116 条 
設第 1116 条 

19-1 身分証明書 発注者 現地作業者 随時 １部  〃 

20 業務委託一時中止通知

書 
発注者 受注者 随時 ２部 測第 18 条 

設第 19 条 
〃 

21 履行機関延長承認申請

書 
受注者 発注者 随時 ２部 測第 20 条 

設第 21 条 
 

22 部分使用同意書 受注者 発注者 随時 １部 測第 35 条 
設第 36 条 

 

23 完了通知書 受注者 発注者 業務完了時 ２部 測第 29 条 
設第 30 条 

 

24 成果品引渡書 受注者 発注者 引渡し時 ２部 第 30 条 
第 30 条 

 

25 既履行検査請求書 受注者 発注者 部分払いの請求

に係る既履行部

２部 測第34条の2 
設第35条の2 

 



Ⅳ 参考資料 

－8－ 

様式 様 式 名 作成別 あて先 提出期日 部数 関係条項 

分の完成時 

26 既履行検査通知書 発注者 受注者 既履行検査完了

時 
２部 測第34条の2 

設第35条の2 
 

27 事故報告書 受注者 発注者 事故発生時 １部  測第 133 条 
地第 132 条 
設第 1132 条 

※ 次頁以降の提出書類は、設計業務等の書式として掲載している様式であり、測量業務及び土

質・地質調査業務においては、「管理技術者」を「主任技術者」に「調査職員」を「監督職員」

に変更して使用すること。 

※ 監督（調査）職員指定（変更）通知書は、「山形県委託業務等監督要領」を参照。 

※ 検査日通知書、修補指示書等の検査に係る様式は、「山形県委託業務検要領」を参照。 

※ 共通仕様書欄の測第・地第・設第の表記は、各々の共通仕様書の頭文字（測・地・設）を付

している。 



Ⅳ 参考資料 

－9－ 

様式－１ 

平成  年  月  日 

 

 

 

受注者 会社名 

    管理技術者名         殿 

 

 

発 注 者  ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員  役職・氏名          ㊞ 

 

 

指   示   書 
 

委託業務の名称： 

 

  下記事項について指示します。 

 

記 

 

１．件  名 

１．記  事 

 

 

 

 

上記指示について承諾しました。 

平成  年  月  日 

 

管理技術者               ㊞ 

（Ａ４判） 

（※ 指示は、業務打合せ・協議記録簿により行うこともあり得る。） 



Ⅳ 参考資料 

－10－ 

様式－２ 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

受 注 者  会社名 

管理技術者             ㊞ 

 

 

承   諾   書 
 

委託業務の名称： 

 

  下記のとおり実施したいので、検討の上承諾願います。 

 

記 

 

１．件  名 

１．記  事 

 

 

 

 

上記指示について承諾しました。 

平成  年  月  日 

 

調 査 職 員            ㊞ 

（Ａ４判） 

（※ 件名には、承諾を願う項目を記載し、記事には、その内容を記載する。） 



Ⅳ 参考資料 

－11－ 

様式－３ 

平成  年  月  日 

 

 

協   議   書 
 

委託業務の名称 

 

発注者名 山形県○○部○○課 受注者名  

発注者印 

  
総 括 
調査員 

調査員 担当者

受注者印

管 理
技術者

担当技術者 
照 査
技術者

         

協 

 

議 

 

事 

 

項 

 

摘 

 

 

要 

 

（Ａ４判） 

（※ 協議は、業務打合せ・協議記録簿により行うこともあり得る。） 



Ⅳ 参考資料 

－12－ 

様式－４ 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

受 注 者  会社名 

管理技術者             ㊞ 

 

 

報   告   書 
 

委託業務の名称： 

 

  下記事項について、報告します。 

 

記 

 

１．記  事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４判） 



Ⅳ 参考資料 

－13－ 

様式－５ 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

受 注 者  会社名 

管理技術者             ㊞ 

 

 

提  出  書 
 

委託業務の名称： 

 

  下記事項について、別紙のとおり提出します。 

 

記 

 

１．記  事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４判） 



Ⅳ 参考資料 

－14－ 

様式－６ 

業 務 工 程 表 
（業務工程表）                                   受注者名                

委託業務の名称（                ）       業 務 工 程 表 

 日     程 年 月 

10  20 

年 月 

10  20 

年 月 

10  20 

年 月 

10  20 

年 月 

10  20 

年 月 

10  20 

年 月 

10  20 
工  種 数 量 単 位 区 分

                     

  

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

計 画  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   計 画        

 

   計 画        

 

備考「区分」の欄の下欄は、記入しないこと。 



Ⅳ 参考資料 

－15－ 

様式－７（管理技術者通知書） 

管理技術者指定通知書 

 

年  月  日

 

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受 注 者 

 

                 ㊞

 

 下記のとおり管理技術者を指定したので通知します。 

 

記 

 

委託業務の名称

 

管理技術者の氏名

 

及 び 生 年 月 日

氏  名 

 

生年月日          年    月    日 

委 任 除 外 事 項

 

備考 １ 氏名には、フリガナを付すこと。 

   ２ 「委任除外事項」の欄には、受注者の権限のうち、管理技術者に委任しないも

のがある場合に、その内容を記載すること。 

   ３ 管理技術者の経歴書を添付すること。 



Ⅳ 参考資料 

－16－ 

様式－８ 

別  紙 

 

管 理 技 術 者 経 歴 書 
 

 

氏     名 

 

生 年 月 日          年  月  日 

 

本  籍  地 

 

現  住  所 

 

最 終 学 歴         （学 校 科 名） 

                 年  月  日         卒業 

 

取 得 資 格 等          年  月  日         取得 

                （資格の登録番号           ） 

 

（以下列記） 

 

職     歴    １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

（以下列記） 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

  平成  年  月  日 

 

 

氏 名            ㊞ 
 

（Ａ４判） 

（※ 取得資格・職歴については、設計図書に定める管理技術者要件を満たすことが確認

できるよう記入すること。また職歴については、担当した業務経歴を記入すること。） 



Ⅳ 参考資料 

－17－ 

様式－９（照査技術者通知書） 

照査技術者指定通知書 

 

年  月  日

 

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受 注 者 

 

                 ㊞

 

 下記のとおり照査技術者を指定したので通知します。 

 

記 

 

委託業務の名称

 

照査技術者の氏名

 

及 び 生 年 月 日

氏  名 

 

生年月日          年    月    日 

委 任 除 外 事 項

 

備考 １ 氏名には、フリガナを付すこと。 

   ２ 「委任除外事項」の欄には、受注者の権限のうち、照査技術者に委任しないも

のがある場合に、その内容を記載すること。 

   ３ 照査技術者の経歴書を添付すること。



Ⅳ 参考資料 

－18－ 

様式－10 

別  紙 

 

照 査 技 術 者 経 歴 書 
 

 

氏     名 

 

生 年 月 日          年  月  日 

 

本  籍  地 

 

現  住  所 

 

最 終 学 歴         （学 校 科 名） 

                 年  月  日         卒業 

 

取 得 資 格 等          年  月  日         取得 

                （資格の登録番号           ） 

 

（以下列記） 

 

職     歴    １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

（以下列記） 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

  平成  年  月  日 

 

 

氏 名            ㊞ 
 

（Ａ４判） 

（※ 取得資格・職歴については、設計図書に定める管理技術者要件を満たすことが確認

できるよう記入すること。また職歴については、担当した業務経歴を記入すること。） 



Ⅳ 参考資料 

－19－ 

様式－11 

 
平成  年  月  日 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

                                     受注者 

                                            会社名 

                                           氏 名                  印 

 
 
                                                    

担 当 技 術 者 届 

 
 

 業務名：○○○○業務委託 

                                                          
  下記のものを、上記業務の担当技術者として定めましたので、別添経歴書を添えて 
 提出します。 
 

氏   名 担 当 業 務 内 容 備  考 

   

備考 １ 氏名には、フリガナを付すこと。 

    ２ 担当技術者の経歴書を添付すること。 
 



Ⅳ 参考資料 

－20－ 

様式－12 

別  紙 

 

担 当 技 術 者 経 歴 書 
 

 

氏     名 

 

生 年 月 日          年  月  日 

 

本  籍  地 

 

現  住  所 

 

最 終 学 歴         （学 校 科 名） 

                 年  月  日         卒業 

 

取 得 資 格 等          年  月  日         取得 

                （資格の登録番号           ） 

 

（以下列記） 

 

職     歴    １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

           １．       （   年  月～  年  月） 

（以下列記） 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

  平成  年  月  日 

 

 

氏 名            ㊞ 
 

（Ａ４判） 

（※ 職歴については、担当した業務経歴を記入すること。） 



Ⅳ 参考資料 

－21－ 

様式－13（管理（照査）技術者変更通知書） 

管理（照査）技術者変更通知書 

 

年  月  日

 

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受 注 者 

 

                 ㊞

 

 平成○○年○○月○○日に委託契約を締結した○○○○○○業務委託の管理

（照査）技術者を下記のとおり変更したので、別紙経歴書を添えて通知します。

 

記 

 

管理（照査） 

技術者 

新 任 者 

     （フリ   ガナ） 

氏  名  ○○ ○○ 

生年月日    年    月    日 

旧任者 

氏  名  ○○ ○○ 

変 更 理 由  

委 任 除 外 事 項

 

備考 １ 氏名には、フリガナを付すこと。 

   ２ 「委任除外事項」の欄には、受注者の権限のうち、管理技術者に委任しないも

のがある場合に、その内容を記載すること。 

   ３ 新任となる管理（照査）技術者の経歴書を添付すること。 



Ⅳ 参考資料 

－22－ 

参考 様式－ 14 

平成  年  月  日 

 

 

 

管理技術者 

 

殿 

 

 

  照査技術者 （署名）      ㊞ 

 

 

照 査 報 告 書 
 

下記業務について、平成  年  月  日に照査を行ったので、照査結果を別

紙のとおり照査報告書として提出します。 

 

記 

 

１．委託業務の名称 

 

１．履 行 期 間  平成  年  月  日～平成  年  月  日 

 

１．発  注  者  ○○総合支庁○○部○○課 

 

１．受  注  者  （会社名） 

 

 

 

 

 

 
 

（※ 照査報告書の様式は、受注者の任意とする。） 

（※ 照査技術者は、署名押印のうえ管理技術者に差し出す。） 



Ⅳ 参考資料 

－23－ 

様式－15 

第  回 業 務 打 合 せ ・ 協 議 記 録 簿 

   

発 注 者 

承 認 印 

  
総  括

調査員
調査員 担当者

受注者
確認印

管 理

技術者
担当技術者 

照 査

技術者

        

発注者名 ○○総合支庁○○部○○課 
受 注

者 名
 

業 務 名  整理番号  

出 席 者 

発注者側  日  時 平成 年 月 日( )

  場  所  

受注者側  
打 合 せ 

方   式 
会 議 ・ 電 話 

 

（Ａ４判） 

（※ 指示、協議は原則的に本協議記録簿による。） 



Ⅳ 参考資料 

－24－ 

様式－ 16 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

 

受 注 者  会社名          

管理技術者            ㊞ 

 

 

業 務 計 画 書（第○回変更） 
 

委託業務の名称： 

 

  上記業務について、別紙のとおり業務計画書を提出します。 

 

記 

 

 

 １．変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４判） 

（※ 変更業務計画書の提出用として使用するときは、変更する理由を記載すること。） 



Ⅳ 参考資料 

－25－ 

様式－17 

 

 

貸 与 品 借 用 書 
 

平成  年  月  日 

 

物品管理者又は調査職員 

役職・氏名             殿 
 

受注者            ㊞ 
 

委託業務の名称： 

 

平成  年  月  日 委託契約に基づく下記貸与品等を受領したので提出

します。 
 

記 
 

 品  名 規格又は性能 単位 数量 貸与期間 受領場所又は引渡場所 返還場所 貸与条件

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

注１．貸与条件の欄は、物品管理者又は調査職員が貸与するときに付した条件を記入する。 

 ２．貸与品借用書の作成は、管理技術者でもよい。 

 ３．守秘義務が求められた資料については複写してはならない。     （Ａ４判） 



Ⅳ 参考資料 

－26－ 

様式－ 18 

 

 

貸 与 品 返 還 書 
 

平成  年  月  日 

 

物品管理者又は調査職員 

役職・氏名             殿 
 

受注者            ㊞  
 

委託業務の名称： 

 

平成  年  月  日 委託契約に基づく貸与品等について、下記のとおり返

還します。 
 

記 
 

品  名 規格又は性能 単 位 数 量 返還場所 備 考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

注１．備考欄には物品管理者又は調査職員の受領印を押印する。 

 ２．貸与品返還書の作成は、管理技術者でもよい。（Ａ４判） 



Ⅳ 参考資料 

－27－ 

様式－ 19 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

 

 

受注者          ㊞ 

 

 

身分証明書交付願 
 

平成  年  月  日 契約の○○○○○業務を実施するにあたり、土地への

立入りのための身分証明書の交付を下記のとおりお願いします。 

 

記 

 

氏   名 資  格 生年月日 住      所 

    

    

    

    

    

 



Ⅳ 参考資料 

－28－ 

様式－19-1 

 

 

身 分 証 明 書 

受注者 住所 ○○県○○区○○町○丁目○番地 

     名称 ○○株式会社 

     氏名 ○○ ○○ 

  上記の者は土木設計業務等委託契約書に基づき、 

下記業務の現地踏査を行う者であることを証明する 

  業 務 名     ○○○○委託業務 

有効期間  （自）平成○年○月○日 

  （至）平成○年○月○日 

発 行 日     平成○年○月○日 

  発 行 者     山形県知事 ○○ ○○ ㊞ 

 

 

 

写 

真 

 

24×30 

 

 

（表） 

 

 １．本証は、公印、日付のないものは無効とする。 

 ２．期間を経過したとき、又は、契約が解除されたとき等不要 

になったときはただちに返還すること。 

 ３．役職・氏名に変更があったときは、すみやかに記載事項の 

   変更を受けること。 

 ４．本証は他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

（裏） 

（作成要領） 

１．本証には、原則として写真を貼付したものとすること。 

２．本証の様式は、携帯用カード式の規格で運用することができるものとする。 

３．本証を携帯用規格にするには、概ね７０％の縮小を標準とする。 

４．知事印は、立入検査証明書用（１３の２）１５方角を使用する。 



Ⅳ 参考資料 

－29－ 

様式－20（委託業務一時中止通知書） 

委託業務一時中止通知書 

 

年  月  日

受注者 

様 

 

 

山形県知事 ○○○○  ㊞  

 

 下記の委託業務の施行を一時中止しますので通知します。 

 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

一 時 中 止 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

一 時 中 止 の 範 囲  

一 時 中 止 の 理 由  

 

 

 

 



Ⅳ 参考資料 

－30－ 

様式－ 21（履行期間の延長承認申請書） 

履行期間延長承認申請書 

 

年  月  日

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受 注 者 

 

                ㊞ 

 

 下記について、承認願います。 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

履 行 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

申請時の履行状況  

延長後の履行期間  

延 長 を 必 要 と 

す る 理 由 

 

年  月  日

  受 注 者 

                様 

 

                     山形県知事 ○○○○  ㊞ 

           します。 
 上記について、承認  
           しません。 

備考 １ 本書は、正副２通提出すること。 

   ２ 発注者は、本書より求められた承認をするかどうかを決定した後、その決定し

た本書の副本を、受注者に交付するものとする。 



Ⅳ 参考資料 

－31－ 

様式－ 22 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

受 注 者  会社名 

管理技術者           ㊞ 

 

 

部 分 使 用 同 意 書 
 

委託業務の名称： 

 

平成  年  月  日付け請求ありました、上記業務の部分使用について異議

がありませんので同意します。 

 

記 

 

１．使 用 部 分 

 

２．使 用 期 間  平成  年  月  日～平成  年  月  日 

 

３．使 用 目 的 

 

４．使 用 者 

 

 

 

 

（Ａ４判） 

（※ ４．使用者については、明らかにする必要がある場合に記載する。） 



Ⅳ 参考資料 

－32－ 

様式－ 23（完了通知書） 

完  了  通  知  書 

 

年  月  日

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受注者 

 

                 ㊞

 

 下記の委託業務が完了したので通知します。 

 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

業 務 委 託 料 ￥ 

履 行 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

業務完了の年月日 年   月   日 

検 査 年 月 日 ※        年   月   日 

検 査 職 員 (者 ) 
※ 職 

         氏 名            ㊞ 

摘 要 

 

備考 １ 本書は、正副２通提出すること。 

   ２ ※印の付いている欄は、記入しないこと。 

   ３ 発注者は、検査の完了後、検査の結果を記載した本書の副本を受注者に交付するものとする。 



Ⅳ 参考資料 

－33－ 

様式－ 24（成果物引渡書） 

成 果 物 引 渡 書 

 

年  月  日

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受注者 

 

                ㊞

 

 下記の委託業務の成果物を引渡します。 

 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

業 務 委 託 料 ￥ 

履 行 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

業務完了の年月日 年   月   日 

 

 上記の委託業務の成果物を引受けました。 

 

    年  月  日 

 

 

山形県知事 ○○○○ ㊞ 

備考 １ 本書は、正副２通提出すること。 

   ２ 発注者は、成果物の引渡しが完了した時は、その旨を示した本書の副本を受注

者に交付するものとする。 



Ⅳ 参考資料 

－34－ 

様式－25（既履行検査請求書） 

既 履 行 検 査 請 求 書 

 

年  月  日

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受注者 

 

                 ㊞

 

 下記の委託業務について、検査を請求します。 

 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

業 務 委 託 料 ￥ 

履 行 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

契 約 締 結 年 月 日         年   月   日 

既履行完成年月日         年   月   日 

摘 要 

 

備考 本書は、正副２通提出すること。 

    

 

 



Ⅳ 参考資料 

－35－ 

様式－26（既履行検査通知書） 

既 履 行 検 査 通 知 書 

 

年  月  日

山形県知事 ○○○○ 殿 

 

受注者 

 

                 ㊞

 

 下記の委託業務についての検査の結果を通知します。 

 

記 

 

委 託 業 務 の 名 称 

 

業 務 委 託 料 ￥ 

既 履 行 検 査 月 日   年 月 日 部分払済金額 ￥ 

既 履 行 歩 合        ％ 
既履行業務 

委託料相当額 
￥ 

今 回 部 分 払 請 求 

可 能 額 
￥ 

 

算 式 

 

請求可能額≦既履行業務委託料相当額×（９／10－前払金額／業務委託料）－部分払済金額 

備考 本書は、正副２通作成し、その正本を、受注者に交付すること。 

 

 

 



Ⅳ 参考資料 

－36－ 

( 参 考 ) 

様式－27 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

発 注 者 ○○総合支庁○○部○○課 

調査職員 役職・氏名         殿 

 

 

受 注 者  会社名 

管理技術者           ㊞ 

 

 

事  故  報  告  書 
 

① 発 生 日 時 

② 発 生 場 所 

③ 委託業務の名称 

④ 業 務 委 託 料 

⑤ 履 行 期 間 

⑥ 被害者（及び加害者） 

⑦ 物 的 被 害 

⑧ 発生状況及び原因 

⑨ 安全管理状況、交通整理状況等 

⑩ 法令違反等の事実 

⑪ 労働基準監督署の見解 

⑫ 警察署の見解 

⑬ 今後の事故防止対策 

⑭ 被害者に対する補償 

⑮ その他必要事項 

⑯ 添付書類（位置図、見取図、写真等） 

 

 

（Ａ４判） 

（※ 事故報告書の様式は、調査職員の指示によること。） 



番号 該当

1

2

3

4

5

6 　　　　　　　ボックスカルバート

7 　　　　　　　擁　　　　　　　　　壁

8

管 理 技 術 者

照 査 技 術 者

ﾁ ｪ ｯ ｸ ﾘ ｽ ﾄ 記 入 者

該当工種に○を付すこと

工　　　　　　　　種

　　　　　　　集 落 排 水 （管路）

　　　　　　　水　　  　路 　　　工

　　　　　　　た   め   池  整  備

　　　　　　　基　　 　礎  　　　杭

執 行 公 所 名

　　　　　　　ほ　　場　　整　　備

　　　　　　　農　　　　　　　　　道

委託成果品受領チェックリスト

委託業務名

受　　　注　　　者

総 括 調 査 員

調 査 員

発　　　注　　　者

検 査 者 職 氏 名

ﾁ ｪ ｯ ｸ 担 当 者

課 長 等



ほ場整備のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（2/29）

委託名

所在地 面積 ha 受注者名

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

ほ場整備工 土地改良工事 面積調書 □有 □無 □ □

整地工 積算基準 ほ場整備面積 ha □ □

計画平均区画面積 A= ha □ □

計画標準区画 短辺(　　)m　長辺(　　)m □ □

標準設計図 　　全区画数 筆

計画区画短辺方向の現況平均勾配 B=　１／　　　(０．　    ) □ □

土地改良事業 現況排水状況 C= □ □

標準設計第11 　（乾田、半湿田、湿田）面積率 　a＝ b＝ c＝

編ほ場整備 障害物状況 D= □ □

P11～P54 　　　電柱・墓地 □有

　　　国道･県道･河川 □有

　　　宅地など □有

自然環境との調和に配慮 □有 □ □

基盤土状態 E= □ □

　　　地耐力
kN/m

2

　　　土壌タイプ タイプ

現況表土扱い厚（加重平均） F= cm □ □

　　　現況表土扱い面積 ha

　　　表土扱い工法

畦畔築立 □有 □ □

二次運土 □有 □ □

ブルーザの運転時間(TD) TDa= hr／ha □ □

TDb= hr／ha

TDc= hr／ha

バックホウの運転時間(TB) TBa= hr／ha □ □

TBb= hr／ha

TBc= hr／ha

労務(表土整地･基盤整地) TR1= 人／ha □ □

TR2= 人／ha

その他

ほ場整備工 標準設計図

道路工 □ □

土地改良事業 □ □

標準設計第11 流用土使用 □有 □無

編ほ場整備 搬入土（土取場:　　　　　　） □有 □無

P55～P72 土質試験（CBR) □有 □無

農道橋 □有 □無 構造 設計荷重Ｔ－

その他

　□順送り　　□剥ぎ取り戻

　　　□無

□無

　　　□無

全幅(車道幅)

構　　造

幹線道路 支線道路

設計数値及び判定基準等

耕作道路

hr／ha

□無

□無

□無

チェック項目

受託者欄 発注者欄



ほ場整備のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（3/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

ほ場整備工 標準設計図 □ □

用水路 □ □

土地改良事業 □ □

標準設計第11 ha □ □

編ほ場整備 □ □

P73～P109 □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

設計荷重（T-　　　　　　　）

反復利用計画 □ □

その他

ほ場整備工 標準設計図 排水方式決定根拠(自然・強制) □ □ □ □

排水路 放流先(河川水系･幹線名) □ □

土地改良事業 流末処理 □ □

標準設計第11 計画排水量 □ □

編ほ場整備 流域 Km
2 □ □

P109～P149 基準雨量 mm □ □

勾配(標準) １／ □ □

縦断図 □ □

装工断面決定（パイプライン、開水路） □ □

道路横断暗渠の構造計算 □ □

排水溝モーメント計算 □ □

材料集計 □ □

その他

客土（耕土）厚の決定 □ □ □ □

土地改良事業 土取り場決定 □ □

標準設計第11 ほ場の土壌試験 □ □

編ほ場整備 客土（耕土）の土壌試験 □ □

P176～P180 その他

□有　□無

減水深根拠 □有　□無

かんがい面積

設計数値及び判定基準等

水源(河川水系・幹線名)

地区外水路

縦断図 □有　□無

基礎タイプ決定根拠

材料集計 □有　□無

必要水量の算定 □有　□無

断面決定（パイプライン、開水路） □有　□無

□有　□無

□有　□無

m
3
/S/k㎡

□有　□無

水管橋（構造ﾀｲﾌﾟ:　　　　　　　　） □有　□無

道路横断暗渠の構造計算 □有　□無

ほ場整備工 □有　□無

□有　□無客　土

□有　□無

□有　□無

□有　□無

□有　□無

□有　□無

□有　□無

□有　□無



ほ場整備のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（4/29）

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

標準設計図 □ □

cm □ □

土地改良工事 □ □

積算基準 □ □

m □ □

m □ □

□ □

土地改良事業 □ □

標準設計第11 □ □

編ほ場整備 □ □

P149～P176 □ □

□ □

□ □

その他

補償物件調書 □ □

土地改良事業 地割図（大割小割） □ □

標準設計第11 協議資料 □ □ □ □

編ほ場整備 河川 道路 □ □

P6～P10 鉄道 電力 □ □

NTT 埋蔵文化財 □ □

□ □

□ □

□ □

□有　□無

暗渠の水理計算書

　　１／

土壌タイプ

透水試験 □有　□無

吸水管の管種

吸水渠の粗度係数

被覆材

吸水渠の深さ(標準)

吸水渠の間隔(標準)

勾配

□有　□無

□有　□無

チェック項目 設計数値及び判定基準等

材料集計表

□有　□無

その他 □有　□無

管路の断面決定

計画地下水位暗渠排水

ほ場整備工 計画暗渠排水量計算書 □有　□無



農道設計業務委託チェックリスト 平成　　年　　月　　日（5/29）

担当者名

構想、基本、実施

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

構造令P3,117 　　　種　　　級 □ □

設P77,185,288 　Ⅰ－１、Ⅰ－２、Ⅱ（L)、Ⅲ（A)、Ⅳ（B)

設計速度 令P143、設P38,197 　　　km/h □ □

全幅 令P171、設P29,187 m □

車道幅員 令P176、設P26,186 　　　m □

歩道幅員 令P227、設P34,194 m □

路肩幅員 令P203、設P30,187,347 m （保護路肩　　　　　m） □

表層 黒本設1-3-6～ cm （内摩耗層　　　　　m） □ □

1-3-9

基層 設P76,285～360 cm 混合物の種類（　　　　　　　　） □

上層路盤 cm 路盤材（　　　　　　　　） □

下層路盤 cm 材料(　　　　　　　　） □

凍結深 黒本資7-2-1 cm （地点名　　　）標高補正　□有□無 □

設P84,394～ 調査職員が指示する。

凍上抑制層 cm 材料（　　　　　　　　） □

設P301～ 設計ＣＢＲ　＿　　 □ □

黒本設1-3-1～ 置換　　　□有　□無　　ｃｍ　材料（　　　　）

1-3-6 安定処理　□有　□無　　ｃｍ　材料（　　　　）

曲線半径 令P309、設P40,202 最小曲線半径 　　m □

委託名

所在地

L=　　　km（新設、改良） 発注者欄

受託者名

受託者欄設計区分業務概要

舗
装
構
成

路
　
床

設計CBR

設計数値及び判定基準等

幅
員
構
成

チェック項目

道路区分

 混合物の種類　（　　　　　　　　)

(構造令H16.2適用)

曲線半径 令 、設 , 最小曲線半径 □

（標準　　m、特例　　m、望ましい値　　m）

曲線長 令P321、設P43,203 曲線長　　７゜以上（　　　　゜）　　　m □

　　　　　７゜未満（　　　　°）　　　m

緩和区間長 令P350、設P44,204 m □

制動視距 令P379、設P48,209 m □

追越視距 m □

縦断勾配 令P391、設P54,211 ％ 最大縦断勾配区間長　　　　　m≦制限長 □

（一般　　％、特例　　％、制限長　　m）

縦断曲線 令P418、設P56,213 凸 m （最小値　　　m 望ましい値　　m） □

凹 m （最小値　　　m 望ましい値　　m）

縦断曲線長 令P419、設P56,213 最小縦断曲線長 　　m（最小値　　 　　m） □

片勾配 令P326、設P44,205 ％ （積雪寒冷地最大値　６％） □

片勾配摺付率令P365、設P48,206 ％ （望ましい値　　　　　　　　） □

合成勾配 令P436、設P58,214 ％ （積雪寒冷地最大値　８％） □

拡幅量 令P375、設P42,203 m □

平
面
線
形

　
縦
断
線
形

半　　径

横
断
線
形



農道設計業務委託チェックリスト 平成　　年　　月　　日（6/29）

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

土質 設P60～68 　砂質土、　粘質土、　礫質土 □

法勾配 １： □

最大盛土 ｍ □

盛土量 m
3 □

土質 　砂質土、　粘質土、　礫質土 □

法勾配 １： □

最大切土 ｍ □

切土量 m
3 □

　土取り場 　L＝　　      砂質土、　 粘質土、　礫質土 □ □

　L＝　　　km、　     m3　　場所（　　　　） □ □

設P243～ 種子吹付、植生基材吹付、張芝、筋芝、植生土のう □ □

t=    　 cm、A=　　m
3
、その他（　　　　）

設P262～ 　モルタル吹付、　法枠ブロック、　フトン篭 □

A=　　　ｍ2 　その他（　　　　　　　）

排水施設 設P84～,361～ 　U型･BF水路、L型水路、その他（  　　） □

降雨確率 設P364～ 水路：　　年確立、雨量　 　mm/h □

暗渠：　　年確立、雨量　 　mm/h

設P380～ 　□有(　　                　　□無 □

設P382～ 　□有(　　    　　   　　　　)□無 □

設P94～,514～ 　□有(既製品、現場打）　□無 □

　H=　　m、 L=

暗渠工 設P96～,619～ 　□有（既製品、現場打） □無 □

設P100 656～ □有 直高 m、□建築限界確保、 □無 □ □

　□T-25, □T-14, □T-10　B=　m,H=　m,L=　m

安
防護柵

土
工
計
画

盛
土

切
土

土捨て場及び流用先

排
水
計
画

路床排水等

縦
断
線
形

擁壁工

横断構造物

法
面
保
護

構造物保護

植　生　工

チェック項目

設P100,656～ 　□有　直高　　　　m、□建築限界確保、　□無 □ □

設P104,690～ 　□有 　　　本 □無 □

設P102,685～ 　□有 　　　本 □無 □

設P100,674～ 　□有 　　　本 □無 □

法定道路 設P14～ 　□有 　　個所 □無 □ □

農道 　□有 　　個所 □無 □

仮設道路 　□有　B=　　　　　m、　L=　　　　　m、 □ □

仮設水路 　□有　B=　　　　m、　L=　　　　m、　構造 □

水替工 　□有　Φ=　 　 　ml　 Q=　 　 　　m
3 □

その他 □

建設ﾘｻｲｸﾙ法 □ □

地区設計計画 □

注１）　

注２） 付帯構造物については各々のチェックリストを作成し添付すること。

注３） 令：道路構造令の解説と運用（S58/2)、設：土地改良事業計画設計基準　設計「農道」　基準書・技術書(H17/3)、

　　黒本：設計積算要領の略

標準断面模式図、舗装厚計算書、計画農道基準値及び設計値一覧表、排水模式図（任意様式）、法面保護工選

フローを添付すること。

安
全
施
設

視線誘導標

照明灯

リサイクル計画書

当初計画との整合

防護柵

警戒標識

※建設リサイクル指針に基づく推進計画

※事業計画との対比及び変更理由

取付
道路

仮
設
計
画



農道設計業務委託チェックリスト 平成　　年　　月　　日（7/29）

１．舗装構成の決定 報告書P

設計期間　= （　　 　　　　　） 年

信頼性　   = （　　 　　　　　） ％ 必要等値換算厚 TA　＝  （　　 　　　　　）

設計CBR  = （　　　　 　　　）

ｈ１ ＝

＝

＝ （　　　　　　　　） ≧ TA

a１：　表層・基層の等値換算係数

a２：　上層路盤の等値換算係数

a３：　下層路盤の等値換算係数

２．凍結深 報告書P

凍結深さ（　　　　　　　　）×０．７＝　（　　　　　　　　　）ｃｍ　≦　ｈ２

３．舗装厚 報告書P

舗装厚計算書

農道設計業務委託チェックリスト

　、　T３：　下層路盤の厚さ

地名（　　　　　　　　　　　）

（ a１ × T１ ）＋（ a２ × T２ ）＋（ a３ × T３ ）

（　　　　   　×　 　　  　　）＋（　 　　　  　×　　 　 　 　）＋（ 　　 　 　　×　 　　 　 　）

　、　T１：　表層・基層の厚さ

　、　T２：　上層路盤の厚さ

舗装厚 報告書

表層・基層 （　　　　　）ｃｍ

上層路盤 （　　　　　）ｃｍ ｈ１ ｈ２

下層路盤 （　　　　　）ｃｍ

凍上抑制層 （　　　　　）ｃｍ

路　床



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（8/29）

委託名 担当者名

所在地 受注者名

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

集落数

計画諸元 計画概要表

N=　　　人（１０人単位切上げ） □

農業集落排水 定住人口　　　人、流入人口　　　人

設計指針(H19) 計画日平均汚水量　　　　　　㍑/人･日 □

P13～P30 計画時間最大汚水量　　　　　㍑/人･日

計画汚濁 BOD　　　　　g/人･日 □

負荷量 SS g/人･日

計画流入 BOD mg/㍑ □

SS mg/㍑

計画放流 BOD mg/㍑ □

SS mg/㍑

資料調査 既存資料を使用した場合（　　　　　 □ □

調　　　査 農業集落排水 □ボーリング調査　□標準貫入試験 □

設計指針(H19) □室内調査　　　　 □その他（　　　　

P11,P39～P45 □宅地の地盤高 □

□宅地内汚水排水の現況と計画

□道路区分（国、県、市、町、村道、その他） □

□舗装構成（道路復旧）

□迂回道路の有無

□バス路線（定期、通学）

□その他（　　　　　　　　　）

□水道管 移設 □要 □否 □

地下埋設物 □ガス管 移設 □要 □否

調 査 □電話線 移設 □要 □否

□電　線 移設 □要 □否

□その他（　　　　 ）移設　□要　□否

□用排水路、道路側溝 □

地上物件 □制水弁ピット、消火栓、防火水槽

調　　　査 □電柱、電線、支柱、支線

□バス停

□その他（　　　　　　　　）

□推進工 □

□橋梁添架工

□水管橋

□薬液工法

□ウェルポイント工法

□その他（　　　　　　　　　）

人　　口

計画汚水量

地質調査

計画水質

家屋調査

道路調査

受託者欄 発注者欄

戸 　数

チェック項目 設計数値及び判定基準等

特殊工法

処理区の概要

処理人口



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（9/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

調　　　査 農業集落排水 □家屋 □井戸 □

設計指針(H19) □小屋 □その他（　　　　　　　）

P45～46 道路法関係 □

関係法令 □国道　　□県道　　□市町村道

□その他（　　　　　　　）

□道路占用（32条）　□施行承認（24条）

河川法関係 □

　□一級　　　　□二級　　　　□準用

□河川敷占用（２４条）

□工作物の新築等（２６条）

□河川保全区域内行為（５５条）

その他（　　　　　　　　　　　　） □

□道路使用（道交法第７７条） □

使用許可 □河川使用（河川法第２４条）

□その他（　　　　　　　　　　　）

□迂回路 　　　　　　□有　　□無 □

□臨時駐車場 　　　　　　□有　　□無

□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

□道路工事 　　□水道工事 □

競合工事 □ガス工事 　　□電気・電信工事

□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

□道路 　　□上下水道 □

各種協議 □河川

□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

設 計 農業集落排水 □機能性 □路線模式図 □

設計指針(H19) 路線設計 □経済性

P49～P86 □計画性

□施工性

□維持管理の容易性

□環境との調和の確保

□自然流下式 □全線 □

流送方式 □一部圧力

□圧力式 □戸別

□中継

□併用式 □戸別圧力　□支線圧力

□幹線圧力　□複合圧力

□真空式 □全線

□一部真空

水理設計諸元 □

水理計算 　□設計対象汚水量（　　 　　　㍑/日）

　□流速

max min

　□最小勾配（‰）

　□計算公式（　　　　　　　　　　式）

工事期間中の
生活道確保

(自然流下方式)

補償調査

設計数値及び判定基準等



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（10/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

設 計 水理計算 　□流下断面（余裕　　　　％）標準余裕率100% □

　□粗度係数（ｎ＝　　　　　　　）

　□管　径　（D＝　　　 　　mm）

農業集落排水 構造設計 ・管種選定 □

設計指針(H19) 　□水理特性　□水密性　□施工性

P87～P104 　□経済性　□汎用性　□耐久性

　□耐食性　□維持管理性　

　□とう性管（　　　　　　　　　　　）

　□不とう性管（　　　　　　　　　　）

　□その他（　　　　　　　　　　　　）

・管種（　　　　　　　　　　） □

・継手等（　　　　　　　　　　） □

・管接合（　　　　　　　　　　） □

・埋設深 □

　□公道下　H≧　　m（　　　　　m）

　□浅埋検討の有無　　□有　　□無 □

　□農・私道下　H≧　　m（　　　　　m）

　□耕地下　H≧　　　　m（　　　　　m）

　□その他　H≧　　　　m（　　　　　m）

　□凍結深　H=　　　　m

　□中継ポンプの有無　□有　　□無 □

　　□設置検討書 □

・構造計算 □

　□荷重　　□土圧　　　□路面荷重

□管体自重・水重

□基礎反力　□その他

　□構造計算書

・基礎工 　□選定根拠

　□砂基礎 　□砕石基礎

　□その他（　　　　　　　　　）

　　　巻きたて角度（　　　　度）

　　　基礎幅（　　　  　　  cm）

　　　基床厚（　　　　　　　cm）

　　　管上厚（　　　　　　　cm）

付帯施設 農業集落排水 マンホール ・構造（＝原則コンクリート製） □

設計指針(H19) 　□組立式 □現場打

P75,P98～P101 ・形状 □

　一般　□1号□２号□（　　　号）

　中継P □1号□２号□（　　  号）

・最大設置間隔（　　　m）≧  　m □

・段差（　　　　　m）　□副管

・マンホール蓋

　□鋳鉄製 □RC製

　□防水　□防臭　□除雪対応

　□荷重（T－　　　）　　　

・止水対策（　　　　　　　　） □

設計数値及び判定基準等



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（11/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

付帯施設 農業集落排水 公共ます ・材質 □

設計指針(H19) 　□塩ビ製 □ﾎﾟﾘ製 □RC製

P75,P102～P104 ・形状　　　口径（　　　　mm） □

・構造

　□防水　 □防臭

・最小深さ　H≧　　cm （　　cm） □

・蓋強度　T－　対象（　　　　　） □

・設置個数（　　 　個／ 　　 戸） □

取付管 　□管種　（　　 　 　　　　　） □

　□口径　（　　　　　　　　mm）

　□勾配　（　　　　　　　　‰）

　□支管取付角度（　　　　　度）

宅地内配管 ・管路 □

　□管種　（　　　 　　 　　　）

　□口径　（　　　　　　　　mm）

　□勾配　（　　　　　　　　‰）

　□地下構造物余裕高　H≧　　m（　　m）

　□土被り　最低　H≧　　cm（　　cm）

・私ます □

　□配置（　　　　　　　　　　）

　□構造（　　　　　　　　　　）

特殊構造物 農業集落排水 中継ポンプ ・揚水ポンプ □

設計指針(H19) 　番号 　番号

P105～P109 　揚程 m 　揚程 m

　形式 　形式

　口径 mm 　口径 mm

　台数 台 　台数 台

比較検討書 　□　有　　 □無

水理計算書 　□　有　　 □無

・圧送ポンプ □

　番号 　番号

　揚程 m 　揚程 m

　形式 　形式

　口径 mm 　口径 mm

　台数 台 　台数 台

圧送管材費（　　　　　　　　　）

圧送管延長（　　　　　　　　　）

比較検討書 　□　有　　 □無

水理計算書 　□　有　　 □無

・排水ポンプ □

　番号 　番号

　揚程 m 　揚程 m

設計数値及び判定基準等



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（12/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

　口径 mm 　口径 mm

　台数 台 　台数 台

比較検討書 　□　有　　 □無

水理計算書 　□　有　　 □無

農業集落排水 水理計算 ・設計対象汚水量　＝　計画時間最大汚水量 □

設計指針(H19) 　□（　　　　　　　　　ｍ3/hr）

P106～P108 ・条件設定 □

　□吸込水位　EL= ｍ

　□吐出水位　EL= ｍ

　□吐出管路延長　L= ｍ

　□管口径　　　D= mm

・水理計算 □

　□管路流速　Ｖ＝　　　　　　m/S

　□全揚程　　　Ｈ＝　　　　　ｍ

　□実揚程      ha＝　　　　 ｍ

　□損失水頭    hb＝　　 　　ｍ

　□送水管の損失水頭 hf＝　   ｍ

　□ダルシー・ワイズバッハ公式

　□ヘーゼン・ウィリアム公式

・ポンプの選定 □

　□汎用性 □経済性 □維持管理性

　□形式  (                    )

　□台数　（　　　　 　　   台）

　□口径　（　　　　　　　　mm）

　□吐出口流速　Ｖ＝　 　　ｍ/ｓ

　□吐出量　Ｑ＝　　　    ｍ3/min

・水撃対策 □

　□全揚程　３０ｍ以上

　□実揚程　２０ｍ以上

　□管路長　５００ｍ以上

農業集落排水 構造設計 ・設置位置 □

設計指針(H19) 　□公道 □私有地

P108 ・施設構造 □

　□組立式マンホール　□その他

・容量 □

　□有効容量 （ ｍ3）

　□非常時容量 （ ｍ3）

　□停電時間 （ 　分対応）

農業集落排水 圧送管 ・管種（　　　　　  　　　　　） □

設計指針(H19) ・管口径 □

P307～P316 　□水理計算書　□比較検討書　□総合判断

・構造計算 □

設計数値及び判定基準等



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（13/29）

チェック項目 設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

　□構造計算書

・スラストブロック □

　□スラスト力計算書

・空気弁

　□必要 □不要

農業集落排水 現場操作盤 ・形式 □

設計指針(H19) 　□自立式 □壁掛け式

P260～P261 ・受電

　□低圧電力 □受電予備協議

・制御

　□自動及び手動 □２台交互運転

・警報装置 □

　□パトライト(回転灯)

　□電話による自動通報

　□テレメータ装置

・停電対策 □

　□発電機ケーブル接続端子(ｲﾝﾀｰﾛｯｸ含む)

　□その他

・その他 □

　□避雷対策

　□操作性（積雪対策等）

　□色彩（環境に配慮等）

特殊構造物 農業集落排水 横断施設 ・横断方法 □

設計指針(H19) 　□自然流下方式

P109～P110 　□ポンプ圧送方式

　  □水管橋 □橋梁添架 □伏越し

  □管種（　　　　　　  　 　）

　□付帯施設（　　　　　　　 ）

推進工法 ・小口径推進工法 □

　□土質調査 □障害物調査 □環境調査

　□地盤改良　（□要　　□不要）

　□上水対策　（□要　　□不要）

　□管種　（　　　　　　　　）

　□推進管の強度、耐久性

　□口径　（　　　　　　　　mm）

　□埋設深（　　　　　　　ｍ）

　□軟弱地盤対策

　□推進力計算書

　□支圧壁計算書

仮設計画 農業集落排水 土留工 ・工法 □

設計指針(H19) 　□木矢板 □計量鋼矢板 □鋼矢板

P113～P117 　□親杭横矢板 □建込み簡易土留め

　□比較検討書　□構造計算書

設計数値及び判定基準等



農業集落排水(管路編)のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（14/29）

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

土留工 　□使用日数計算書

水替工 ・工法 □

　□釜場排水工法

　□開水路排水工法

　□ディープウェル工法

　□ウェルポイント工法

　□バキュームディープウェル工法

　□比較検討書　

　□水理計算書

安全対策 　□安全標識の設置 □

　□安全施設等の設置

　□交通整理員・誘導員の配置

　□安全管理要員の配置

産廃処理 　□設計方針 □

　□処理方法

　□処理先

　□運搬距離（　　  　　　　km）

　□コンクリート舗装盤

　□アスファルト舗装盤

　□コンクリート構造物

　□建設発生土

　□リサイクル計画書

その他 計画図面 報告書の数値と図面は整合しているか □

工区割 工区割の数量計算、仮設計画は適正か □

施工性 施工性を考慮した設計か □

排水対策 地下水・浸透水等の対策は適切か □

地元調整 打合せ事項は反映されているか □

　　□受益者 □他官庁

チェック項目 設計数値及び判定基準等



水路のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（15/29）

委託名 受注者名

所在地 担当者名

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

設計流量 流域面積 Ａ=　ｋm2 計測方法（ﾌﾟﾗﾆﾒｰﾀｰ その他） □

ｒ＝　　　　mm/hr　T= □

計画基準 内部流域の特性 □洪水ﾋﾟｰｸ計算　□洪水ﾊｲﾄﾞﾛｸﾞﾗﾌ □

農業用水（水田） 用水量-減水深 代掻期　　mm/d 普通期　　mm/d 代掻日数　日 □

P31～P64 設計流量 Q=　　　　　　　　　ｍ3/s □ □

その他

合理式　　４hr－４hr式　減水深*面積 □

その他

設計基準水路工 現況勾配１／　 計画勾配１／ □ □

P24～ V=　　m/ｓ　＜　Ｖmax＝　　m/ｓ □

P138～ □軟弱地盤　□普通 （Ｎ値＝　） □

比較　　　　有　　　　　無 □

検討　　　　有　　　　　無 □

□

□現場打水路　□函渠　□ﾌﾞﾛｯｸ積み　□その他） □

□

その他

標準断面 図面番号 報告書Ｐ □ □

Ｑ＝　　　ｍ3/s

Ｖ＝　　　ｍ／s

ｎ＝

Ｒ＝

Ｉ＝

用水・排水

設計数値及び判定基準等

ｺﾝｸﾘｰﾄ製品（□ＲＦ　□ＨＦ　□ＢＦ　□Ｕ型　□Ｌ型　□その他）

ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ（□FRPM □VP □VU □DCIP □PC □その他）

起点･終点

チェック項目

工法の選定

計画基準　排水
P52～P101

地形（縦断勾配）

流　速

地盤状況

受託者欄 発注者欄

延　　長

計算法

降雨強度,確率年

維持管理

選
定
根
拠 経　済　性



水路のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（16/29）

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

設計条件 設計基準水路工

P64～,P208～ □

□

□

□

湿潤単体重 □

kN/ｍ3 kN/ｍ3 度 □

kN/ｍ3 kN/ｍ3 度 □

kN/ｍ3 kN/ｍ3 度 □

載荷重 □T-25　□T-20　□T－14　□T-10 □ □

kN/m2 盛土荷重  H=　　 m □

その他

設計基準水路工 N値 □

P264～ □ 密

□ 密でない

□ 密

□ 中位

□ 緩い

□ 非常に緩い

□ 非常に堅い

□ 堅い

□ 中位

□ 柔らかい

□ 非常に柔らかい

基礎工 基礎処理 砂置換　　砕石置換　　ドレーン工法　 □ □

押え盛土　　安定処理工法　　その他 □

基礎杭 コンクリート杭（RC PC）　木杭　その他 □ □

*詳細については基礎杭チェックリストによる □

選定根拠 □

土工計画 道路工土工施工 土　　質 砂質土　　粘質土　　礫質土 □

指針P211～P216 法面勾配 □

設計基準水路工 土　　質 砂質土　　粘質土　　礫質土 □

P603～P604 法面勾配 □

土取場 L=　　km　砂質土　粘質土　礫質土V＝　　ｍ3 □ □

搬出先 L=　　km　　　　ｍ3 □ □

その他

基礎地盤の

許容支持力

許容支持力度kN/m
2

内部摩擦角

切
土

粘性土

σck＝　   　N／mm2

σca＝　　 　N／mm2

τca＝　   　N／mm2

〟

〟

砂質土

γc＝　　　 kN／m3

σck＝　　    N／mm2

曲げ応力度

引張応力度

礫質土

盛
土

粘性土

チェック項目

コンクリート

群集荷重

砂質土

地　　　盤

設計基準強度

設計数値及び判定基準等

単位体積重量

鉄筋

土質

礫質土

〟

せん断応力度

自動車荷重

飽和単体重



水路のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（17/29）

設計基準等 報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

付帯工 設計基準水路工 現場打 既製品　H=　 m 勾配選定とのチェック □

P494～P602 現場打 既製品　V=　　m/s Q= ｍ3/s □

現場打 既製品　V=　　m/s □

Q１＝　　ｍ3/s　Q2＝　　ｍ3/s　Q3＝　　ｍ3/s □

Q１＝　　ｍ3/s　Q2＝　　ｍ3/s　Q3＝　　ｍ3/s □

V＝　　　m/ｓ　　　　Q＝　　　　ｍ3/s □

その他

仮設計画 P681～P685 Q＝　　　　　ｍ3/s 構造 □ □

C－４０ W＝　　m＊ｔ＝　　cm＊L＝　　m □ □

ポンプ φ＝ 　mm　H＝ 　m　Q＝　 ｍ3/min □ □

矢板　　　　　土のう　　　　その他

その他 報告書の数値と図面は整合しているか □ □

浮力は直接基礎(転倒、滑動)、杭基礎(引抜き力)で考慮しているか □

引張鉄筋の配置と曲げモーメント図は合っているか □ □

打合事項は反映されているか　　□受益者　　　　 □他官庁 □ □

線形概要 □ □

図面番号 報告書P

測　　点

縦断勾配

平面線形

水替工

取付水路

仮設水路

仮設道路

急流工

合流工

チェック項目 設計数値及び判定基準等

落差工

函渠工

分水工



ため池整備工事のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（18/29）

委託名

所在地 受注者名 担当者名

堤 高 ：（　　　　　m）　［　　　　　　　　　m］

堤 長 ：（　　　　　m）　［　　　　　　　　　m］

貯水量 ：（　　　　　m）　［　　　　　　　　　m］

報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

設計洪水流量 ため池整備 Ａ項流量(200年確率洪水)：   　    ｍ3/s □ □

(H18.2) 　雨量観測所：

P29～P32 　1/200日雨量：　　　　ｍｍ

　1/200時間雨量：　　　　ｍｍ

　洪水到達時間算定式：

　降雨強度式：ｼｬｰﾏﾝ式　□、久野･石黒式　□

Ｂ項流量（既往最大洪水）　　　　　ｍ3/s □

　根拠：観測洪水量　□、洪水痕跡　□

Ｃ項流量（地域最大洪水）：　　　　ｍ3/s □

　根拠：比流量 □、　既往最大雨量 □

設計洪水流量：　　　項流量×1.2＝　　　ｍ3/s □

貯留効果：考慮する　□、しない　□ □

　流域面積／貯水面積＝

堤体の設計 ため池整備 堤体改修工法の選定 □

(H18.2) 工法：

P17～P41 根拠：

基礎地盤の決定：ＥＬ　　　　.　　　ｍ □

地盤支持力（Ｎ値）：

透水係数（Ｋ）：

  透水性地盤(Ｋ＞１×10-4)対策：要□、不要□

　工法：

　根拠：

設計洪水位 ため池整備 設計洪水位（HWL） □

(H18.2) 　　＝常時満水位(FWL)+越流総水頭(h1)

P41～P42 　　＝　　　.   m  

常時満水位FWL.　　　　　.     ｍ □

現況クレスト標高（　　　　　　）□

越流総水頭：h1=　　　　.ｍ □

根拠：

余裕高 ため池整備 余裕高：h2=0.05H2+R=       　 ．    m □

(H18.2) H2（最高水深）： .   m

P42～P45

　地帯区分：強風帯（庄内）□、弱風帯（内陸）

　対岸距離：１　＝　　　　m

　上流法面：勾配（仮定）１　＝　　、

平滑□、捨石□

堤頂幅 ため池整備 堤頂幅：Ｂ=0.2H+2.0=　　 ．ｍ（≧3.0） □

(H18.2)

P45

た め 池 諸 元
（　　）：現況

〔　　〕：計画

    Ｒ（風波高）：　　　．　　m（1.0m以下は1.0mと
する)

チェック項目 設計基準等 設計数量及び判断基準等

受注者欄 発注者欄



ため池整備工事のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（19/29）

報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

ため池整備 標準断面の仮定 □ □

(H18.2) 　前法：勾配1：n1（　　）、小段幅（b）=　　　ｍ

P46 　刃金：h3=　　　、d1=　　　、

　　　　n2=　　　、n3=　　　、

　　　　d2=　　　、d3=　　　h4=

　後法：勾配1：n4（　　）

ため池整備 単位幅当り浸透流量q=　　　　cm3/s □

(H18.2)

P46

ため池整備 浸潤線の検討：あり　□、なし　□ □

(H18.2)

P48

ため池整備 盛土材の設定強度定数 □ □

　計算 (H18.2) 旧堤 抱土

P49～P54

地域区分：中震帯（山形県全域）

地震慣性力：０．１５　□、その他（０．　　）□

安定計算結果 □

完成直後

常時満水位

設計洪水位

ため池整備 堤体内ドレーン：設ける　□、設けない　□ □

(H18.2) 　根拠：

P54～P56 下流法先ドレーン：設ける　□、設けない　□ □

　根拠：下流法面に浸出水面有り　□

ため池整備 グラウト工の検討：有　□、無　□ □

(H18.2)

P56

ため池整備 上流法面 □

(H18.2) 　工法：張コンクリート□、捨石　□

P57 　範囲：下端（1/2水位）ＥＬ＝　　　　　　ｍ

　　　　天端（風波高まで） ＥＬ＝　　　　　　ｍ

浸透量

浸潤線

堤体の安定

浸潤密度(γt)

堤体断面形状

チェック項目 設計基準等 設計数量及び判断基準等

グラウト工

内部摩擦角（φ）

刃金

上流側 下流側

安全率

飽和密度(γat)

水中密度(γub)

粘着力（C）

ドレーン

法面保護工



ため池整備工事のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（20/29）

報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

洪水吐の設計 ため池整備 根拠 □ □

(H18.2) 　基礎地盤：

位置選定 P58～P60 　施工性：

　経済性：

　用地：

　総合評価：

ため池整備 ハロルド曲線型　□、　ラビリンス堰型　□ □

(H12.2) その他　□（　　　　　　　　　　　　　　　）

P61～P68

ため池整備 正面越流式　□、　側水路式　□ □

(H18.2) 側壁勾配　越流側　１：　　、地山側　１： □

P69～P76 底勾配　　ｉ＝１／ □

末端の底幅（Ｂ）と水深（ｄ）の比　ｄ／Ｂ＝ □

□

放水路の設計 ため池整備 壁高　Ｈ＝d＋Ｆｂ＝　　　　ｍ □

(H18.2) 　水深　d＝　　　　　　ｍ

P76～P87 　余裕高　Ｆｂ＝　　　　　ｍ

減勢工の設計 ため池整備 設計流量：　　　ｍ3/s □ □

(H18.2) 　1/100確率洪水量　□

P77～P86 　その他　□（　　　　　　　　　　　　）

減勢工タイプ： □

　根拠：

跳水深：　ｄ2：　　　　　　　ｍ □

減勢工の長さ　Ｌ：　　　　　　ｍ □

壁高　Ｈ＝ｄ2＋Ｆｂ＝　　　　　　　ｍ □

細部設計 ため池整備 流入部のカットオフ □

(H18.2) 　ｈ＝　　　　　ｍ（地盤：　　　　　　　　）

P96～P99 ドレーンの有無

サイドドレーン　□、アンダードレーン　□

構造設計 ため池整備 荷重 □

(H18.2) 土工　□　　地震時　□　　水圧　□

P88～P96 地震時公式　　　 Westergaard式　□

安定計算 □

常時満水時　□、　設計洪水時　□

緊急放流時　□、常時満水時(地震時)　□

移行部の設計

設計数量及び判断基準等

タイプ、

調整部の設計
タイプ

チェック項目 設計基準等



ため池整備工事のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（21/29）

報告書P 担当者 照合者 調査者 課長等

取水施設 ため池整備 □ □

取水タイプの (H18.2) 取水タイプ：

選定 P100～P101 　根拠：

導水タイプ： □

　根拠：

斜樋の設計 ため池整備 取水孔の位置（水位）と数 □

(H18.2)

P102～P104 取水孔の口径　φ＝　　　　　mm □

　最大取水量　Ｑ＝　　　　　m3/s

斜樋管径　φ＝　　　　mm □

斜樋管巻き立て寸法 □

　ａ＝　　　　mm、ｂ＝　　　　mm

管理用階段寸法　Ｂ＝　　　　mm　Ｈ＝　　　　　mm □

　　　　　　　　Ｗ＝　　　　mm

底樋の設計 ため池整備 旧底樋施設

(H18.2) 撤去　□、　閉塞　□、　改修　□

P105～P114 施工工法

開削　□、　推進　□、　その他（　　　　）□

底樋管径　φ＝　　　　　mm □ □

　計画取水量　Ｑ＝　　　　m3/s　φ＝　　　　mm

　1/10確率洪水流量Ｑ＝　　　m3/s　φ＝　　　mm

　最小断面　φ＝　　　mm

底樋管の巻き立て寸法 □

　ａ1＝　　　　　mm、ａ2＝　　　　　　mm

止水壁 □

　天端壁厚　ｔ＝　　　　mm

　壁幅　ｂ＝　　　　mm

　壁高　ｈ＝　　　　mm

緊急放流 ため池整備 緊急放流施設の有無 □

施設の設計 (H18.2) 取水兼用有　□、　単独有　□、　施設無　□

P115～P118 緊急降下水位　　　　　　　　m □

緊急降下水深Hd＝　　　　　　m □

緊急降下最大放流量Ｑmax＝　　　　　　　m3/s □

放流必要孔径　φ＝　　　　　mm □

取水必要孔径　φ＝　　　　　mm □

チェック項目 設計基準等 設計数量及び判断基準等



ボックスカルバートのチェックリスト 平成　　年　　月　　日（22/29）

委託名

所在地

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

基本構造
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針　P3～P6

道路・水路 構造形式 □

既製品・現場 内空寸法 □

土地改良事業
計画設計基準

Ｌ＝　　　ｍ ｶﾙﾊﾞｰﾄﾀｲﾌﾟ □

｢農道｣P619 右・左　　度 縦断勾配 □

すべり止め 　有　　無 □

死荷重
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針　P25～P26

24.5kN/m
3

23kN/m
3 □

22.5kN/m
3

土地改良事業
計画設計基準

その他

｢農道｣P625

活荷重
土地改良事業
計画設計基準

□Ｔ-25Ａ　□Ｔ-25Ｂ　□Ｔ-20　□Ｔ-14　□Ｔ-10 □ □

｢農道｣P626～P629 土被り　4.0ｍ未満 i=0.3 □

道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針　P26～P27

土被り　4.0ｍ以上 i=0.0 □

※ﾊﾟｲﾌﾟ適用外

よりよき設計の
ポイント

設計自動車荷重 □

P70～P71,75 輪荷重の位置決定 □

□

その他

鉛直土圧係数
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針　P45

土被り係数 h/B0＝ α＝ □

静止土圧係数
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針　P47

静止土圧係数 K0＝０．５(砂質土･粘性土) □

温度変化
よりよき設計の
ポイントP74

考慮する（±15℃） 考慮しない（Ｈ＝50cm以上） □

土地改良事業
計画設計基準 N/mm

2

許容応力度 □

N/mm
2 ≧ □

N/mm
2 ≧ □

N/mm
2 ≧ □

よりよき設計の 弾性上の梁として計算した場合、変位量を計算したか □

ポイントP73 □

P75,P78～P81 ハンチを考慮しているか □

その他

基礎工
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針 P20～P23

置換工法との比較検討はなされたか □

P58～P59 　　m本数　　　本 □

※詳細については基礎杭チェックリストによる □

ｉ＝　　％

　N/mm
2

　N/mm
2

頂版上に載荷する自動車荷重はラーメン軸に作用させているか

応力度

176

杭径φ　mm長

総延長

チェック項目

用途区分

製品区分

斜　角

その他

曲げ応力度　σca

せん断応力度　τca

鉄筋コンクリート

Asコンクリート

衝
撃
係
数

無筋コンクリート

受注者名

設計数値及び判定基準等

担当者名

　m*　　m

一連・二連

せん断力は軸線と軸線から２ｄ離れた２個所で照査しているか

杭基礎 杭種

σck=

許容応力度

8

0.36

鉄筋引張り応力度σsa

コンクリートの設計基準強度

　N/mm
2

0.6未満　0.6～3.5未満　3.5以上

ケース（　　　　）

｢農道｣P639



ボックスカルバートのチェックリスト 平成　　年　　月　　日（23/29）

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

基礎地盤
道路土工ｶﾙﾊﾞｰﾄ
工指針 P12

□ □ □

□

□

□

□

□

□

その他

支持地盤 土質区分 Ｎ値 単位重量 kN/m
3 内部摩擦角　Φ

粘着力Ｃ 許容支持力 kN 必要支持力　　＞底版支持力

必要鉄筋量 □ □

配　　　筋 □ □

配力鉄筋量 □ □

安定計算 （杭基礎） □ □

□

□

ウイング設計
よりよき設計
のポイント

□

上の留意点 P88～P89 護岸目的でウイングが広がった場合、擁壁の設計か □

P92～P95 ウイングの根入れは１ｍ以上か □

既製品にウイングを接合する場合設計・施工は適切か □

その他

断面形状 図面番号 Ｈ＝ □ □

報告書Ｐ Ｈ１＝ □

Ｈ２＝ □

Ｈ３＝ □

Ｈ４＝ □

ｈ１＝

鉄筋量

Ｂ２＝

Ｂ３＝

中央 端 上端 下端

q≦　　kN/本

長さ８ｍ未満の場合片持梁として、８ｍ以上の場合２辺固定の設計か

Ｂ＝

Ｂ１＝

地震時 q≦　　kN/本

礫層

砂質土

kN/m
2

堅い

粘質土

Ｂ４＝

計算値

常時 q≦　　kN/本

中央 端

チェック項目 設計数値及び判定基準等

摩擦係数 Ｎ値基礎地盤の種類 許容支持力度

側　　壁 底　　版

密

密でない

密

中位

非常に堅い

頂　　版

q≦　　kN/本支持力

項目 許容値



ボックスカルバートのチェックリスト 平成　　年　　月　　日（24/29）

報告書P 担当者 課長等

本体配筋 図面番号 ①Ｄ □ □

報告書Ｐ ②Ｄ □

③Ｄ □

④Ｄ □

⑤Ｄ □

⑥Ｄ □

⑦Ｄ □

⑧Ｄ □

チェック項目 設計数値及び判定基準等



擁壁のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（25/29）

委託名

所在地

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

道路土工擁壁
工指針　P40

常時 地震時 □ □

Ｐ21 ○ ○ □

○ － □

（地震時考慮は ○ ○ □

Ｈ＞8ｍか重要 ○ － □

構造物の場合） － ○ □

－ － □

○ ○ □

－ ○ □ □

上載荷重
道路土工擁壁
工指針P25～P39

□Ｔ-25　□Ｔ-20　□Ｔ-14　□Ｔ-10 □

□0.50kN/m２＋□0.30kN/m２ □

□

土圧公式
道路土工擁壁
工指針P54～P78

土圧公式 □　試行くさび法　　　 □　その他 □

壁面摩擦角 □　土と土 □　土とコンクリート □

擁壁の土圧作用面は壁背面か仮想背面か □

その他

土質定数
道路土工擁壁
工指針P18～P24

□

□

□

□

□

□

許容応力度
道路土工擁壁
工指針P49～P53

□

≧ □

≧ □

≧ □

施工位置

担当者名

0kN/m2

0kN/m2

0kN/m2

受注者名

N/mm2

N/mm2

N/mm2

荷重の種類

自     重

土
圧

裏込土による
土圧

上載荷重による
土圧

活荷重

鉄筋引張り応力度σsa

８ｍ以下の重要度が高くない場合の参考数値であり注意すること

　σck= 応力度

曲げ応力度　σca

      その他

N/mm2

せん断応力度　τca

礫質土

砂質土

□雪荷重（　　　kN/m2）＋□宅地荷重（　　　kN/m2）

土の単位重量 せん断抵抗角

３５度

３０度

20kN/m3

19kN/m3

チェック項目

土質

荷重の組合せ

群集荷重

死荷重

上載荷重

設計数値及び判定基準等

地震の慣性力

自転車荷重

死荷重

試験値

N/mm2

N/mm2

N/mm2

死荷重

粘着力

常時土圧

地震時土圧

活荷重

18kN/m3 ２５度シルト粘性土

許容応力度



擁壁のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（26/29）

設計基準等 担当者 課長等

基礎地盤
道路土工擁壁
工指針P21

□ qu N値 □ □

□ 岩盤

よりよき設計の
ポイントP43

亀裂多い　硬岩

□ 　　　 〃  　軟岩

□ 礫層 密

□ 密でない

□ 砂質土 密

□ 中位

□ 非常に堅い

□ 粘質土 堅い

□ 中位

その他 報告書P

安定計算
道路土工擁壁
工指針P54～P78

□ □

e= m □

e'= m □

f= □

f= □

q= kN/m2 □

q'= kN/m2 □

□

□

よりよき設計の
ポイントP40,P51

鉄筋の段落としは壁高、延長等を考慮しているか □

P172 擁壁前面の受働土圧は考慮してないか □

引張鉄筋が引張側に配置されているか □

その他

形式決定
道路土工擁壁
工指針P10

□重力式　　□もたれ式　　□逆Ｔ式　　□ブロック積 □

□補強土壁　　□混合擁壁　　□井桁擁壁    □その他（　　　　　　　　　　）

断面形状 図面番号

本体配筋 報告書Ｐ

□担当者　　□課長等

Fs=

チェック項目 設計数値及び判定基準等

全応力法

地震時

転　倒

滑　動

地　盤
反力度

常　時

地震時

常　時

常　時

q'≦          kN/m2

eB≦/6m

許容支持力度

q≦          kN/m2

すべり

e'B≦/3m

f≧1.5

地震時 f≧1.2

摩擦係数

項目 許容値 計算値

亀裂ない均一な硬岩

基礎地盤の種類



基礎杭のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（27/29）

委託名

所在地

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

杭の選定 杭基礎設計便覧 杭種 鋼管　　ＰＨＣ　　その他 □ □

P6 31 46 321 杭径 φ　　mm　＊　長 ｍ ＊ 本 □

343 継ぎ杭 上杭 下杭 □

その他

道示「Ⅳ下部」P351 杭の中心間隔２．５Ｄ以上 縁端距離　１．２５Ｄ以上 □

道示「Ⅳ下部」P353 杭先端部条件（礫・砂・粘性地盤）

押込力 支持層 支持層が明確 □

中間層と支持層が不明確 □

根入れ □

根入れ比 閉端ＰＨＣ杭 □

開端鋼管杭 □

根入長 qd/Ｎの決定は道示Ｐ356、357の図‐解12.4.1と2による □

その他

道示「Ⅳ下部」P362 砂質土 ２Ｎ（≦１００） □

打ち込み杭工法 粘性土 Ｃ又は１０Ｎ（≦１５０） □

局面摩擦力を考慮しない □

その他

道示「Ⅳ下部」P363 常時の引抜力 考慮する □

考慮しない □

道示「Ⅳ下部」P364 負の局面摩擦力 考慮する □

考慮しない □

地震時

反力係数 □ 平板載荷試験 2

□ ボーリング孔内での試験 8

□ 一軸または三軸試験 8

□ Ｎ値よりＥ0＝２８Ｎ 2

その他

□

4

1

支持層へは杭径以上根入れさせる　根入れ比は５以下

常時

1

4

係数α

杭周面摩擦力度

許容軸方向引抜力

負の局面摩擦力

地盤定数

道示「Ⅳ下部」P255水平方法地盤

担当者名

杭の最小中心間隔

杭先端支持力度

受注者名

杭の許容軸方向

変形係数Ｅ０を求める試験方法

設計数値及び判定基準等チェック項目



基礎杭のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（28/29）

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

軸方向バネ 道示「Ⅳ下部」 □

定数 Ｐ373 □

安全率 道示「Ⅳ下部」

P353 □

□

安定計算 道示「Ⅳ下部」 □ □

Ｐ353、363 極限支持力 □

□

極限引抜き力 □

□

水平変位 □

許容変位 □

ﾌｰﾁﾝｸﾞの回転角 □

杭本体の設計 杭基礎便覧 kgf/cm2

許容応力度 P326　348 鋼管杭

引張 □

圧縮 □

せん断 □

よりよき設計の

ポイント　P106

□

□

― □

― □

□

よりよき設計の 杭をインタラクションカーブで選定しているか □

ポイントP101～106 継杭で高強度杭を下に配置していないか □

ＲＣ、ＰＨＣ各杭の杭種選定・変更に当たって応力度は
杭対応力度を満足しているか

その他

ＲＣ杭

SKK400 SKK490 SKK400 SKK490
常時 地震時

N/mm2

圧縮(常時）

B種 C種

打込み杭
（打撃工法）

Kv＝ａ･ApEp／L KN／m

ａ＝０．０１４（Ｌ／Ｄ）＋０．７２

軸方向許容押込
み支持力

軸方向許容引抜
き力

Ｐu＝　　　kN

Ｐa＝　　　kN

Ｒa＝　　　kN

δy＝　　 　m

□

圧縮(地震時）

引張(常時）

引張(地震時）

せん断(常時)

α＝　　 　rad α＝　　 　rad

設計数値及び判定基準等

δx＝　　　　m δx＝　　　　m

A種

チェック項目

δy＝　　 　m

ＰＨＣ杭

支持杭 摩擦杭

Ｐa＝　　　kN

常　時 地　震　時

Ｒu＝　　　kN Ｒu＝　　　kN

常時

防風時､
ﾚﾍﾞﾙ１地震時

Ｒa＝　　　kN

Ｐu＝　　　kN



基礎杭のチェックリスト 平成　　年　　月　　日（29/29）

設計基準等 報告書P 担当者 課長等

杭断面決定図 道示「Ⅳ下部」 さび代　１mm □

Ｐ414 425 継ぎ手の不等厚溶接の板厚差は７mm以下
現場継手は等厚溶接

断面変化点位置はＭmax*１／２ □

外径による板厚は道示「Ⅳ下部」Ｐ425による □

断面変化点位置はＭmax*１／２ □

□

最大長は１２m（輸送、施工性）を基本としているか □

杭頭埋込部 杭基礎便覧 □ □

 Ｐ293～310 □

□

□

□

□

その他

結合部照査 杭基礎便覧 垂直支圧応力度の検討は許容値内か（方法A、B） □

Ｐ295～304 押抜きせん断応力度の検討は許容値内か（方法A、B） □

引抜きせん断応力度の検討は許容値内か（方法A、鋼管杭） □

□

水平支圧応力度の検討は許容値内か（方法A、B） □

□

仮想鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ断面応力度の検討（Ｂ法）は許容値内か（方法B） □

その他

よりよき設計の 杭基礎の比較はフーチングの大きさを含めて検討しているか □

ポイント P101～133 カルバート底版への基礎杭の埋め込みは十分か □

大規模のカルバートの場合ヒンジ筋で設計しているか □

埋込杭の設計を打込杭と同様に行っていないか □

地盤改良の場合、改良部分を無視しているか □

計算書と図面（応力度、杭配置計画）は整合しているか □

その他

端部の杭に対する水平方向の押抜せん断応力度の検討は許容値内か（方法A、B）

方法Ｂ 中詰補強鉄筋の配置は

打設長

杭外周部とﾌｰﾁﾝｸﾞｺﾝｸﾘｰﾄのせん断応力度の検討は許容値内か（方法A、PHC杭）

方法Ａ

チェック項目 設計数値及び判定基準等

Ｐ
Ｈ
Ｃ
杭

設計上の留意点

□

フーチング下側主鉄筋の補強は

結合方法

中詰ｺﾝｸﾘｰﾄ

杭とﾌｰﾁﾝｸﾞ結合

方法Ａ（杭埋込）

方法Ａ

方法Ｂ

杭径の１.５倍以上か

杭径以上か

第２断面変化長は５m（min）とし継手・杭種の経済比較

鋼
管
杭

方法Ｂ（補強筋）

杭径以上か

補強鉄筋は妥当か


